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平成１６年３月期    決算短信（連結）          平成１６年５月２１日 

上 場 会 社 名        株式会社 愛媛銀行                      上場取引所 東証・大証各第１部 
コ ー ド 番 号         ８５４１                                   本社所在都道府県 愛媛県 
（ＵＲＬ  http://www. himegin.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 頭 取    氏名 中山 紘治郎 
問合せ先責任者 役職名 企画広報部長 氏名 島本 武          ＴＥＬ (089)933－1111 
決算取締役会開催日 平成１６年５月２１日        特定取引勘定設置の有無 有・○無  
親会社名   －       （コード番号： －  ）       親会社における当社の株式保有比率   －％ 
米国会計基準採用の有無  有・○無  
 
１． 16 年 3 月期の連結業績（平成15 年 4 月 1 日～平成16 年 3 月 31 日） 
 
(1) 連結経営成績 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

40,984  △2.6 
42,095  △8.2 

3,776    － 
△28,521    － 

1,648    － 
△18,688    － 

 

 １株当たり     
当期純利益 

潜在株式調整後    

1株当たり当期純利益 

株主資本   

当期純利益率 

総資本   

経常利益率 

経常収益  

経常利益率 

 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

10  84 
△125  28 

－  － 
－  － 

2.9 
△30.0 

0.2 
△1.8 

9.2 
△67.8 

(注)①持分法投資損益   16 年 3 月期  －百万円    15 年 3 月期  －百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 16 年 3月期 149,066,679株    15 年3 月期149,167,573 株 
    ③会計処理の方法の変更   有 ・ ○無 
    ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 

総 資 産     株主資本 株主資本比率 
１株当たり 
株主資本 

連結自己資本 
比率(国内基準) 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

1,569,931 
1,569,604 

57,085 
53,939 

3.6 
3.4 

383  01 
361  78 

7.19 
7.18 

(注)期末発行済株式数(連結) 16 年 3 月期149,045,301 株   15 年3 月期149,090,596株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

△218 
15,479 

△13,957 
19,750 

△762 
△787 

78,416 
93,347 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ５社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  －社 (除外)  －社    持分法 (新規)  －社 (除外)  －社 
 
２．17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 

通   期 

21,400 

40,900   

1,900 

4,300   

850 

1,900   
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   12 円 53 銭 

※上記記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。また、上記の予想は本資料の発表日現在において入
手可能な情報及び計画に基づいて作成したものであり、実際の業績は今後の経済情勢によって異なる場合がありま

す。上記業績予想に関する事項については、添付資料の 4 ページを参照してください。 
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企業集団の状況 

 

 当行及び当行の連結子会社５社は、銀行業務を中心に、リース業務などの金融サービスを提

供しております。 
 その事業系統図は、次のとおりであります。 

  

 愛媛銀行 
本店ほか９０店、 
出張所３店 

 

              子会社  ひめぎんビジネスサービス株式会社 
                     （現金等の精査・整理・集金業務） 

                 ひめぎん人材派遣株式会社 
                     （人材派遣業務） 

                 株式会社ひめぎんソフト 
                     （コンピュータシステムの管理・運営業務） 

                 ひめぎん総合リース株式会社 
                     （リース業務、投資業務） 

                 株式会社愛媛ジェーシービー 
                     （クレジットカード業務） 

 
経営方針 
 
１．経営の基本方針 

当行は、地域金融機関として地域の皆様に親しまれ、信頼される銀行として地域の発展と

ともに歩んでまいりました。 
「ふるさとの発展に役立つ銀行」、「たくましく発展する銀行」、「働きがいのある銀行」を

経営理念として、コンプライアンス体制の確立とリスク管理体制の強化およびディスクロー

ジャーの充実を図り、連結子会社を含めて自己責任原則に基づく健全・堅実経営に徹し、安

定した収益基盤の確立に努めております。 
 
２．利益配分に関する基本方針 
  当行は公共性の高い業種ということに鑑み、長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努め
るとともに、配当につきましても長期的・安定的に継続することを利益配分の基本方針とし

ております。なお、当期の配当につきましても前期と同様に２円５０銭（年間５円）を予定

しております。 
   
３．中長期的な経営戦略 

  当行では、この３月に『スピード アンド イノベーション』を推進テーマとして､平成 
１３年４月より取組んできました｢第10 次中期経営計画｣が終了いたしました。この中期経営

計画の計数目標のうち収益性の柱として掲げてきました「コア業務純益ＲＯＡ ０．７６％

以上、ＯＨＲ ６３％未満」につきましては役職員一丸となって取組み、これを達成するこ
とができました。 

  この４月からは、新たに「第 11 次中期経営計画」に取組んでおります。｢第 11次中期経営
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計画｣においては、３つの基本方針｢Ⅰ．健全性の向上 Ⅱ．収益力の強化 Ⅲ．組織力の強
化｣を掲げており、これは役職員全ての行動が「健全性」「収益性」に対する成果に如何に結

びついているかを常に意識し、強い組織力を以って目標に邁進していくことを基本方針とし

たものです。計画期間につきましては、リレーションシップバンキングの機能強化計画への
取組みや愛媛県内市町村合併へ対応を行いつつ、資産の健全化及びローコスト体質改善への

集中取組期間と位置づけて２年間としました。この取組みにより、当行は「ふるさと銀行」

としてより一層、地域・顧客・株主・市場から信頼される銀行を目指してまいります。 
  また、「第 11 次中期経営計画」において目標とする経営指標につきましては、中期経営計

画期間中に｢コア業務純益 ROA ０．７８％以上｣、｢OHR ６１％未満｣、「不良債権比率 5％
台」等を掲げて推進してまいります。 

  当行は、今後とも地域貢献の取組みを含め、常にお客様中心を志向した金融サービス・金

融商品の提供に努めるとともに、健全性の向上と収益力の強化により、強靭な経営体質を構

築し、情報開示を通じて透明性の高い経営に取組む所存でございます。 
 
４．対処すべき課題 

  金融システムが抱える地域金融機関の不良債権問題の解決に向けた中小企業金融の再生に
対し、金融庁は昨年３月にリレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプ

ログラムを公表し、平成１６年度までの２年間を地域金融機関に関する集中改善期間として、

中小企業金融の再生、健全性確保、収益性向上に向けた取組みを求められております。そう
した中、当行におきましても｢リレーションシップバンキングの機能強化計画｣を咋年８月に

金融庁に提出するとともに、ホームページなどにより広く公表いたしました。当行はこの機

能強化計画に基づき、健全性、収益性の向上、経営基盤の強化を図ると共にリレーションシ
ップバンキングを担う銀行としてその存在感を高め、地域において十分な機能を果たすこと

により不良債権問題の解決を図ってまいります。この３月には、早期事業再生に向けた取組

みを一層強化するため、企業支援室を企業支援部に変更するとともに１名増員し、７名体制
として機能充実を図っております。 

  これらの対応を含めた中期経営計画への取組みにより、健全性、収益性の向上に努め、今

後とも地域の皆さまから信頼され、当行が標榜する｢ふるさとの発展に役立つ銀行｣を目指し
てまいります。  

 
５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方   

当行グループは、経営の透明性、企業価値の極大化を図ることをコーポレート・ガバナン

スの基本方針としております。また、その基本方針に則り、経営を取り巻く環境の変化に迅
速に対応できる組織体制の構築および強化を図ることを基本的な方針と認識しております。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  ①コーポレート・ガバナンス体制の状況 
・当行の取締役会は、平成１６年３月末現在、取締役は１２名、監査役 4 名で構成され

ております。うち社外監査役は２名であり、社外取締役は選任されておりません。取

締役会は原則月１回開催し、重要事項の決定、業務執行状況の監督を行っております。
また、取締役会の決定した基本方針に基づき意思決定の迅速化と業務運営の効率化を

図ることを目的として役付取締役を中心とした常務会を原則週１回開催し、重要な業

務執行への対応を行っております。 
・当行は監査役制度を採用しております。 
・当行では社外監査役の専従スタッフは配置しておりません。 
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  ②内部統制の仕組み 

株 主 総 会  

↓選任／解任   ↓選任／解任   ↓選任／解任 

     
会計監査人 

（新日本監査法人）  
 

取締役会 
 

 
監査役（会） 

   ↓委嘱    
         

 会計監査 
 

 
常務会 

 
 業務監査 

      意見陳述 
 
（３）当行と当行の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当行の社外監査役２名とも元愛媛県勤務であり、当行との間に特別の利害関係はありませ

ん。 

（４）当行のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 
当行はリスク管理部門の充実を図るため、平成 16年 3月 1 日にリスク管理部を新設いたし

ました。監査部の独立性を重視する観点から、コンプライアンス室、リスク管理統括室を監

査部より切り離し、リスク管理部内にコンプライアンスグループおよびリスク管理統括グル
ープを新設いたしました。 

 
 
経営成績及び財政状態 
 
１．経営成績 
（１）損益概況 
  損益につきましては、景気低迷やデフレの長期化による新たな不良債権の発生が懸念され

る状況の中、より厳格な資産の自己査定を行い、償却・引当処理による不良債権処理を積極
的に進めるとともに、資金の効率運用と徹底した経費削減に努めました。その結果、当行単

体で高水準のコア業務純益１１９億７１百万円を計上するとともに、連結経常利益は３７億

７６百万円となりました。当期純利益は当初予想を上回り、１６億４８百万円を計上するこ
とができました。 

  事業の種類別セグメントにつきましては、銀行業以外のセグメントの占める割合が僅少で

あるため特段の記載事項はございませんが、各連結子会社５社とも健全経営に徹し、グルー
プ内でのそれぞれの役割、位置づけに基づく収益を計上しております。 

（２）次期の見通し 
  平成１７年３月期の当行連結グループの業績につきましては、資産内容の健全化を進め、
一層の資金の効率運用、リスク管理、経費節減に努力し、経常収益４０９億円、経常利益 
４３億円、当期純利益１９億円をそれぞれ予想しております。 

 
２．財政状態 
（１）主要勘定 
  預金・譲渡性預金は、公金・金融機関預金等の減少があり、前期比２８５億円減少しまし
たが、個人預金は引き続き順調に増加し、期末残高は１兆４,１８９億円となりました。 

  貸出金につきましては、景気低迷による企業の資金需要の弱さを受けて前期比１３億円減

少しましたが、住宅ローンをはじめとした個人向けを中心に積極的な貸出に努めました結果、
期末残高は１兆１,９２８億円となりました。 

  有価証券は、公共債を主体に運用しました結果、期末残高は前期比１５３億円増加し、 
２,２６７億円となりました。 
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（２）自己資本比率（国内基準） 
当行単独で前期比０.０２ポイント低下し７.１３％、連結で前期比０．０１ポイント上昇し

７.１９％となっております（速報値）。 
（３）キャッシュ・フロー 
  キャッシュ・フローにおける「現金及び現金同等物」の期末残高は、有価証券の売却によ

る収入等の減少を主因に、期首より１４９億３１百万円減少しました。 
  「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、預金が公金・金融機関預金等の減少により 
３１２億２９百万円の支出となりましたが、債券貸借取引による現金担保を受入れたこと等

から、全体で２億１８百万円の支出となりました。 
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有価証券の購入に伴い１３９億５７百万円の

支出となりました。 
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、配当金の支払により７億６２百万円の支出と

なりました。 
この結果、現金及び現金同等物の期末残高は７８４億１６百万円となりました。 
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(金額単位：百万円)

(資産の部)
現 金 預 け 金 81,480 97,792 △ 16,312
コールローン及び買入手形 7,833 5,481 2,352
買 入 金 銭 債 権 999 － 999
商 品 有 価 証 券 190 219 △ 29
有 価 証 券 226,700 211,304 15,396
貸 出 金 1,192,826 1,194,201 △ 1,375
外 国 為 替 1,890 2,059 △ 169
そ の 他 資 産 6,009 5,884 125
動 産 不 動 産 38,395 38,351 44
繰 延 税 金 資 産 18,475 21,536 △ 3,061
連 結 調 整 勘 定 270 304 △ 34
支 払 承 諾 見 返 17,385 21,126 △ 3,741
貸 倒 引 当 金 △ 22,526 △ 28,657 6,131
資 産 の 部 合 計 1,569,931 1,569,604 327

(負債の部)
預 金 1,405,849 1,437,078 △ 31,229
譲 渡 性 預 金 13,084 10,372 2,712
コールマネー及び売渡手形 － 1,803 △ 1,803
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 33,431 － 33,431
借 用 金 25,921 27,315 △ 1,394
外 国 為 替 4 20 △ 16
そ の 他 負 債 7,243 8,978 △ 1,735
退 職 給 付 引 当 金 3,151 2,188 963
再評価に係る繰延税金負債 6,620 6,649 △ 29
支 払 承 諾 17,385 21,126 △ 3,741
負 債 の 部 合 計 1,512,691 1,515,533 △ 2,842

(少数株主持分)
少 数 株 主 持 分 153 132 21

(資本の部)
資 本 金 13,550 13,550 －
資 本 剰 余 金 7,713 7,713 －
利 益 剰 余 金 23,293 22,346 947
土 地 再 評 価 差 額 金 9,750 9,794 △ 44
その他有価証券評価差額金 3,096 834 2,262
自 己 株 式 △ 319 △ 300 △ 19
資 本 の 部 合 計 57,085 53,939 3,146
負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び
資 本 の 部 合 計

1,569,931 1,569,604 327

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較連結貸借対照表

科         目
比  較(C)
(A)-(B)

平成15年度末
(A)

平成14年度末
(B)

6
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(金額単位：百万円)

          科          目
平成15年度

(A)
平成14年度

(B)
比  較(C)
(A)-(B)

40,984 42,095 △ 1,111
33,187 33,969 △ 782

貸 出 金 利 息 29,829 29,890 △ 61
有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,658 3,052 △ 394
コールローン利息及び買入手形利息 87 166 △ 79
買 現 先 利 息 － 0 0
預 け 金 利 息 1 2 △ 1
そ の 他 の 受 入 利 息 610 856 △ 246

3,091 2,752 339
2,575 4,252 △ 1,677
2,129 1,120 1,009

37,208 70,616 △ 33,408
1,878 2,928 △ 1,050

預 金 利 息 1,257 1,979 △ 722
譲 渡 性 預 金 利 息 8 12 △ 4
コールマネー利息及び売渡手形利息 33 124 △ 91
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 2 0 2
借 用 金 利 息 458 483 △ 25
そ の 他 の 支 払 利 息 119 327 △ 208

2,894 2,432 462
1,240 2,370 △ 1,130

21,506 22,502 △ 996
9,688 40,382 △ 30,694

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 12,443 △ 12,443
そ の 他 の 経 常 費 用 9,688 27,939 △ 18,251

3,776 △ 28,521 32,297

922 50 872
29 14 15

103 36 67
789 － 789

1,303 1,207 96
310 187 123
993 1,019 △ 26

3,394 △ 29,677 33,071

223 169 54
1,504 △ 11,164 12,668

17 6 11

1,648 △ 18,688 20,336

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 金 調 達 費 用

そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

比較連結損益計算書

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益 (△ は 経 常 損 失 )

特 別 利 益
動 産 不 動 産 処 分 益
償 却 債 権 取 立 益
そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失
動 産 不 動 産 処 分 損
そ の 他 の 特 別 損 失

当 期 純 利 益
(△ は 当 期 純 損 失 )

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
(△ は 税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 )
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

7



（株式会社 愛媛銀行  連結 ）

(金額単位：百万円)

平成15年度(A) 平成14年度(B)
自平成１５年４月　１日 自平成１４年４月　１日

至平成１６年３月３１日 至平成１５年３月３１日

7,713 7,713 -

- - -

- - -

7,713 7,713 -

22,346 41,081 △ 18,735

1,692 700 992

当 期 純 利 益 1,648 - 1,648

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 43 28 15

子会社株式持分変動に伴う増加高 - 671 △ 671

745 19,434 △ 18,689

当 期 純 損 失 - 18,688 △ 18,688

配 当 金 745 746 △ 1

自 己 株 式 処 分 差 損 0 - 0

23,293 22,346 947

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 科   　　　 目
比  較(C)
(A)-(B)

(資本剰余金の部)

比較連結剰余金計算書

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

(利益剰余金の部)

利 益 剰 余 金 増 加 高

8



（株式会社 愛媛銀行  連結 ）

(金額単位：百万円)

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
(△は税金等調整前当期純損失)

3,394 △ 29,677 33,071

減価償却費 1,953 2,282 △ 329
連結調整勘定償却額 33 33 0
貸倒引当金の増加額 △ 6,130 9,413 △ 15,543
退職給付引当金の増加額 963 784 179
資金運用収益 △ 33,187 △ 33,969 782
資金調達費用 1,878 2,928 △ 1,050
有価証券関係損益(△) △ 94 9,816 △ 9,910
為替差損益(△) △ 7 △ 27 20
動産不動産処分損益(△) 452 457 △ 5
商品有価証券の純増(△)減 28 △ 52 80
貸出金の純増(△)減 1,374 8,950 △ 7,576
預金の純増減(△) △ 31,229 23,881 △ 55,110
譲渡性預金の純増減(△) 2,712 252 2,460
借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減(△) △ 1,393 △ 1,900 507
預け金 (日銀預け金を除く) の純増(△)減 1,380 537 843
コールローン等の純増(△)減 △ 2,352 23,326 △ 25,678
コールマネー等の純増減(△) △ 1,803 △ 6,192 4,389
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） △ 999 - △ 999
債券貸借取引受入担保金の純増減(△) 33,431 △ 25,092 58,523
外国為替 (資産) の純増(△)減 168 △ 462 630
外国為替 (負債) の純増減(△) △ 15 △ 1 △ 14
資金運用による収入 33,087 34,588 △ 1,501
資金調達による支出 △ 2,186 △ 3,273 1,087
その他 △ 1,472 △ 892 △ 580
                            小          計 △ 12 15,715 △ 15,727
法人税等の支払額 △ 205 △ 236 31

  営業活動によるキャッシュ・フロー △ 218 15,479 △ 15,697

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 251,506 △ 192,534 △ 58,972
有価証券の売却による収入 16,807 89,365 △ 72,558
有価証券の償還による収入 223,191 124,118 99,073
動産不動産の取得による支出 △ 2,753 △ 2,502 △ 251
動産不動産の売却による収入 303 1,302 △ 999

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 13,957 19,750 △ 33,707

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金支払額 △ 743 △ 745 2
少数株主への配当金支払額 △ 0 △ 5 5
自己株式の取得による支出 △ 21 △ 36 15
自己株式の売却による収入 2 - 2

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 762 △ 787 25

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 7 27 △ 20
Ⅴ現金及び現金同等物の増加額 △ 14,931 34,469 △ 49,400
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 93,347 58,877 34,470
Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 78,416 93,347 △ 14,931
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比較連結キャッシュ･フロー計算書

比  較(C)
(A)-(B)区　　　　　分

平成15年度
(A)

平成14年度
(B)

自平成１５年４月　１日

至平成１６年３月３１日

自平成１４年４月　１日

至平成１５年３月３１日
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１． 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社   ５社 

 会社名 

   ひめぎんビジネスサービス 株式会社 

   ひめぎん人材派遣 株式会社 

   株式会社 ひめぎんソフト 

   ひめぎん総合リース 株式会社 

   株式会社 愛媛ジェーシービー 

  

２． 持分法の適用に関する事項 

  該当ありません。 

 

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は次のとおりであります。 

３月末日    ５社 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１） 商品有価証券の評価基準及び評価方法 
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っておりま

す。 
（２） 有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その

他有価証券のうち時価のある株式等については連結決算日前１カ月の市場価格の平均に基づいて算

定された額により、また、それ以外については、連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価

は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原

価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処

理しております。 
(ﾛ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価

証券の評価は、時価法により行っております。 
（３） デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

  （４） 減価償却の方法 
① 動産不動産 

当行の動産不動産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法）を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。            

建 物  ３４年～５０年 

      動 産   ３年～１０年 
     連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却し

ております。 
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② ソフトウェア 
自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づ

く定額法により償却しております。 
  （５） 貸倒引当金の計上基準 
       当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

     破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に係る

債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以

下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間

における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 
     すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って

おります。 
     なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は３３，５５４百万円であります。 
          連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞ

れ引き当てております。 
  （６） 退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方

法は以下のとおりであります。 

          数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年） 
による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理  

          なお、会計基準変更時差異（４，９７２百万円）については、主として５年による按分額を費用

処理しております。     
  （７） 外貨建資産・負債の換算基準 
          当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  （８） リース取引の処理方法 
当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  （９） 重要なヘッジ会計の方法 
当行のヘッジ会計の方法は、一部の資産に金利スワップの特例処理を行っております。 

  （10） 消費税等の会計処理 

       当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、１０年間の均等償却を行っております。 
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７．利益処分項目の取扱い等に関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  
  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の｢現金預け金｣のうち現金及

び日本銀行への預け金であります。 
 
 

注記事項 

 

（連結貸借対照表関係） 

１．貸出金のうち、破綻先債権額は１１，５１２百万円、延滞債権額は４８，０８１百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行

った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40 年政令第 97

号）第 96 条第 1 項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4 号に規定する事由が生じている貸出金

であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は６６１百万円であります。 

 なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３６，０６６百万円であります。 

  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

４．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は９６，３２２百

万円であります。 

  なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ

た商業手形および買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は、２７，２６１百万円であります。 

６．担保に供している資産は次のとおりであります。 

         担保に供している資産 

            有 価 証 券              ３８，３２１百万円 

         担保資産に対応する債務 

            預   金              ２，１０８百万円 

      債券貸借取引受入担保金 ３３，４３１百万円 

           上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 

４５，０６４百万円を差し入れております。 

         また、動産不動産のうち保証金権利金は３３５百万円であります。 
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７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場

合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契

約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１５０，７７６百万円であります。このうち契約

残存期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が１５０，７７６百万円ありま

す。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの

契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社

が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており

ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

（半年毎に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直

し、与信保全上の措置等を講じております。 
８．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益として「その他負債」に含めて計上して

おります。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は０百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１百万円であ

ります。 
９．土地の再評価に関する法律（平成10 年３月31 日公布法律第34 号）に基づき、当行の事業用土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

  再評価を行った年月日 

   平成１０年３月３１日 

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

   土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定める

地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税

庁長官が定めて公表した方法に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 

      同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額は、当

該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を１０，２１２百万円下回っております。 

10．動産不動産の減価償却累計額    １９，６３８百万円 

11．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 

１９，０００百万円が含まれております。 

 



(株式会社 愛媛銀行 連結) 
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（連結損益計算書関係） 

１．その他の経常費用には、貸出金償却７，９４６百万円、株式等償却３８５百万円及び支援損９１１百万

円を含んでおります。 

２．その他の特別利益は、貸倒引当金の取崩超過額７８９百万円であります。 

３．その他の特別損失には、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額９９３百万円を含ん

でおります。 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。 

   平成１６年３月３１日現在 

  現金預け金勘定     ８１，４８０百万円 

  定期預け金      △     ９０百万円 

  その他預け金     △ ２，９７４百万円 

  現金及び現金同等物   ７８，４１６百万円 

 



（株式会社 愛媛銀行  連結 ）

セグメント情報

　

(1) 事業の種類別セグメント情報

(2) 所在地別セグメント情報

(3) 国際業務経常収益
（単位：百万円）

△ 623 △ 1,111 △ 1.4%

(注)１． 一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

２．

生産、受注及び販売の状況

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。

至平成15年3月31日

自平成15年4月  1日

至平成16年3月31日

　連結会社は銀行業以外に一部でリース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の
全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載して
おりません。

　全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦
の割合がいずれも１００％のため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま
す。

平成15年度(A)

1,600 40,984 3.9%

国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取
引、特別国際金融取引勘定における諸取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経
常収益を除く）であります。

比　較(C)
(A)-(B)

国際業務経常収益
の連結経常収益に
占める割合

連結経常収益国際業務経常収益

平成14年度(B)

2,223 42,095 5.3%自平成14年4月  1日
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（株式会社 愛媛銀行 連結）
リース取引関係

１． １．

・ ・

取得価額相当額 取得価額相当額

動産 11 百万円 動産 13 百万円

その他 0 百万円 その他 0 百万円

合計 11 百万円 合計 13 百万円

減価償却累計額相当額 減価償却累計額相当額

動産 9 百万円 動産 10 百万円

その他 0 百万円 その他 0 百万円

合計 9 百万円 合計 10 百万円

年度末残高相当額 年度末残高相当額

動産 2 百万円 動産 3 百万円

その他 0 百万円 その他 0 百万円

合計 2 百万円 合計 3 百万円

(注) (注)

・   未経過リース料年度末残高相当額 ・   未経過リース料年度末残高相当額

１年内 1 百万円 １年内 2 百万円

１年超 1 百万円 １年超 1 百万円

合計 2 百万円 合計 3 百万円

(注) (注)

・ 2 百万円 ・ 2 百万円

・ 2 百万円 ・ 2 百万円

・   減価償却費相当額の算定方法 ・   減価償却費相当額の算定方法

２． オペレーティング・リース取引 ２． オペレーティング・リース取引

該当ありません。 該当ありません。

平成15年度

自平成１５年４月　１日

平成14年度

自平成１４年４月　１日
至平成１６年３月３１日

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引

至平成１５年３月３１日

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引

  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及
び年度末残高相当額

  取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高が有形
固定資産の年度末残高に占める割合が低いため、支払
利子込み法によっております。

  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及
び年度末残高相当額

  取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高が有形
固定資産の年度末残高に占める割合が低いため、支払
利子込み法によっております。

  未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リース料
年度末残高が有形固定資産の年度末残高に占めるその
割合が低いため、支払利子込み法によっております。

  当連結会計年度の支払リース料

  未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リース料
年度末残高が有形固定資産の年度末残高に占めるその
割合が低いため、支払利子込み法によっております。

  当連結会計年度の支払リース料

  減価償却費相当額

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

  減価償却費相当額

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。
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(株式会社 愛媛銀行 連結 )

 (平成15年度末現在)

１．売買目的有価証券

(金額単位：百万円)

種　類

売買目的有価証券 190 0

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの
(金額単位：百万円)

      種   類 益 損

   国   債 30 29 △ 0 － 0

   地方債 27,620 28,883 1,263 1,263 －

   社   債 － － － － －

   その他 － － － － －

   合   計 27,650 28,913 1,263 1,263 0

(注) 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

３．その他有価証券で時価のあるもの
(金額単位：百万円)

      種   類 益 損

   株   式 28,519 34,548 6,029 7,327 1,297

   債   券 153,488 153,006 △ 482 1,979 2,462

   国   債 72,570 71,176 △ 1,394 248 1,642

   地方債 27,237 26,954 △ 283 437 720

   社   債 53,679 54,874 1,195 1,293 98

   その他 7,250 6,902 △ 347 139 487

   合   計 189,258 194,457 5,199 9,447 4,247

(注)１．

２．

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
(金額単位：百万円)

期  別

種  類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 17,733 1,718 226

　連結貸借対照表計上額は、株式等については当連結会計年度末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定さ
れた額により、また、それ以外については、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、そ
れぞれ計上したものであります。
　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時
価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価
額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下減損処理という。）しております。

期　別
平成１５年度末(平成16年3月31日現在)

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額

期   別  
平成１５年度末(平成16年3月31日現在)

連結貸借対照
表計上額

時   価 差   額

期   別  
平成１５年度末(平成16年3月31日現在)

取得原価
連結貸借対照

表計上額
評価差額

　当連結会計年度における減損処理額は、385百万円(全額株式）であります。

　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、取得原価に対して時価が50％以上下落した場
合、また、下落率が30％以上50％未満であっても、過去の時価動向、発行会社の業績の推移等を検討し回復す
る見込みがないと判断される場合であります。

平成１５年度(自平成15年4月1日至平成1６年3月31日)
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(株式会社 愛媛銀行 連結 )

５．時価のない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

(金額単位：百万円)

満期保有目的の債券

社債 2,003

その他有価証券

社債 500

非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,089

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
(金額単位：百万円)

期  別

種  類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 １０年超

債       券 13,950 75,710 78,485 15,012

     国         債 62 20,507 35,973 14,663

     地   方   債 4,477 19,529 30,218 349

     社         債 9,411 35,673 12,292 －

そ  の  他 1,905 2,913 994 113

合       計 15,856 78,624 79,479 15,126

平成１５年度末(平成16年3月31日現在)

平成１５年度末(平成16年3月31日現在)
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（株式会社　愛媛銀行　連結 ） (平成14年度末現在)

１．売買目的有価証券

(金額単位：百万円)

種　類

売買目的有価証券 219 1

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

(金額単位：百万円)

      種   類 益 損

   国   債 － － － － －

   地方債 29,868 33,103 3,234 3,234 －

   社   債 － － － － －

   その他 － － － － －

   合   計 29,868 33,103 3,234 3,234 －

(注) 時価は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

３．その他有価証券で時価のあるもの

(金額単位：百万円)

      種   類 益 損

   株   式 29,602 28,467 △ 1,135 2,091 3,227

   債   券 135,374 139,402 4,027 4,410 383

   国   債 62,759 63,326 567 907 339

   地方債 19,127 20,499 1,371 1,371 -

   社   債 53,487 55,575 2,088 2,131 43

   その他 11,237 9,750 △ 1,486 8 1,494

   合   計 176,214 177,619 1,406 6,511 5,105

(注)１．

２．

４．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券

(金額単位：百万円)

期  別

種  類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 89,335 1,925 72

期   別  
平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

期　別
平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

連結貸借対照表計上額
前連結会計年度の損益

に含まれた評価差額

期   別  
平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

連結貸借対照
表計上額

時   価 差   額

取得原価
連結貸借対照

表計上額
評価差額

　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものにつ
いては、時価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断し、当該時価をもって連結貸借対照表価額とす
るとともに、評価差額を前連結会計年度の損失として処理（以下減損処理という。）しております。

　連結貸借対照表計上額は、株式等については前連結会計年度末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定さ
れた額により、また、それ以外については、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、そ
れぞれ計上したものであります。

　前連結会計年度における減損処理額は、11,473百万円(うち株式9,368百万円、投資信託2,104百万円）であり
ます。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、取得原価に対して時価が50％以上下落した場
合、また、下落率が30％以上50％未満であっても、過去の時価動向、発行会社の業績の推移等を検討し回復す
る見込みがないと判断される場合であります。

平成１４年度(自平成14年4月1日至平成15年3月31日)
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（株式会社　愛媛銀行　連結 ）

５．時価のない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

(金額単位：百万円)

満期保有目的の債券

社債 1,460

その他有価証券

社債 830

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,526

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

(金額単位：百万円)

期  別

種  類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 １０年超

債       券 41,119 46,677 67,881 15,882

     国         債 29,441 441 18,776 14,667

     地   方   債 2,684 16,651 29,816 1,214

     社         債 8,992 29,584 19,289 －

そ  の  他 2,047 4,553 1,507 144

合       計 43,166 51,231 69,389 16,026

平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

平成１４年度末(平成15年3月31日現在)
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（株式会社 愛媛銀行 連結 ）

金銭の信託関係

当連結会計年度、前連結会計年度ともに該当ありません。

その他有価証券評価差額金

Ⅰ．当連結会計年度

(金額単位：百万円)

     評価差額(その他有価証券) 5,199

     (△)繰延税金負債 2,102

3,096

     (△)少数株主持分相当額 0

     その他有価証券評価差額金 3,096

Ⅱ．前連結会計年度

(金額単位：百万円)

     評価差額(その他有価証券) 1,406

     (△)繰延税金負債 575

830

     (△)少数株主持分相当額 △ 3

     その他有価証券評価差額金 834

平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

     その他有価証券評価差額金 (持分相当額調整前)

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券に係る評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

平成１５年度末(平成16年3月31日現在)

     その他有価証券評価差額金 (持分相当額調整前)

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券に係る評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
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（株式会社 愛媛銀行 連結 ）
(平成１５年度末現在)

（１） 金利関連取引
(金額単位：百万円)

うち１年超

金利先物 - - - -

金利オプション - - - -

金利先渡契約 - - - -

- - - -

金利オプション - - - -

その他 - - - -

- - -

(注)

（２） 通貨関連取引
(金額単位：百万円)

うち１年超

通貨先物 － － － －

通貨オプション － － － －

通貨スワップ － － － －

為替予約 6,092 － 3 3

通貨オプション － － － －

その他 － － － －

合　　計 － － 3 3

（３） 株式関連取引

該当ありません。

（４） 債券関連取引

該当ありません。

（５） 商品関連取引

該当ありません。

（６） クレジットデリバティブ取引

該当ありません。

  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の

連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上

記記載から除いております。

契約額等 時価 評価損益
種類

２．  従来、引直し対象としていた先物為替予約、通貨オプション等は、当連結会計期間からは上記に含めて記載しておりま

す。なお、 「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第25号)に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から除いております。

合計

  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

区分

平成１５年度末(平成16年3月31日現在)

取引所

店 頭

(注)１．

平成１５年度末(平成16年3月31日現在)

契約額等 時価 評価損益

店 頭
金利スワップ

取引所

区分 種類
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（株式会社 愛媛銀行 連結 )(平成１４年度末現在)

（１） 金利関連取引
(金額単位：百万円)

うち１年超

金利先物 - - - -

金利オプション - - - -

金利先渡契約 - - - -

- - - -

金利オプション - - - -

その他 - - - -

- - -

(注)

（２） 通貨関連取引
(金額単位：百万円)

うち１年超

通貨スワップ - - - -

為替予約 - - - -

通貨オプション - - - -

その他 - - - -

(金額単位：百万円)

時価 評価損益

△ 65 △ 65

(金額単位：百万円)

通貨先物 -

通貨オプション -

為替予約

　売建 1,717

　買建 1,617

通貨オプション -

その他 -

（３） 株式関連取引

該当ありません。

（４） 債券関連取引

該当ありません。

（５） 商品関連取引

該当ありません。

（６） クレジットデリバティブ取引

該当ありません。

評価損益

平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

取引所

店 頭

時価

種類

  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び、下記注２．の取引は、上記記載から除いております。

  「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第25号)に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

  期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

(注)１．

２．

契約額等 時価

金利スワップ

区分

区分

種類
契約額等

37,924

合計

平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

評価損益
種類

平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

契約額等

通貨スワップ

店 頭

区分

取引所

店頭

   また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を連結損益計算

書に計上しているものについては、上記記載から除いております。

引き直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

平成１４年度末(平成15年3月31日現在)

契約額等
種類
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(株式会社　愛媛銀行　連結）

税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳 主な原因別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

貸倒引当金 17,403 百万円 貸倒引当金 18,634 百万円

退職給付引当金 1,271 退職給付引当金 886

税務上の繰越欠損金 1,437 税務上の繰越欠損金 1,751

減価償却費 617 減価償却費 664

連結会社間内部利益消去 163 連結会社間内部利益消去 203

その他 1,094 その他 1,150

繰延税金資産小計 21,986 繰延税金資産小計 23,291

評価性引当額 △ 1,381 評価性引当額 △ 1,148

繰延税金資産合計 20,605 繰延税金資産合計 22,143

繰延税金負債 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 2,102 その他有価証券評価差額金 △ 575

動産不動産圧縮積立金 △ 27 動産不動産圧縮積立金 △ 27

その他 △ 0 その他 △ 3

繰延税金負債合計 △ 2,130 繰延税金負債合計 △ 606

繰延税金資産の純額 18,475 繰延税金資産の純額 21,536

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果 ２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な 会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な

差異があるときの、当該差異の原因となった主な 差異があるときの、当該差異の原因となった主な

項目別の内訳 項目別の内訳

内訳 前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を

法定実効税率 41.7％ 計上しているため、記載を省略しております。
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目

1.7％
受取配当等永久に益金に算入されない項目

△ 2.2％
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

3.5％
住民税均等割等 1.2％
未認識税務利益 4.6％
その他 0.4％
税効果会計適用後の法人税等の負担率

50.9％

平成１５年度

自平成１５年４月　１日

至平成１６年３月３１日

平成１４年度

自平成１４年４月　１日

至平成１５年３月３１日
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